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第１章 計画策定の考え方第１章 計画策定の考え方第１章 計画策定の考え方第１章 計画策定の考え方

１ 計画策定の背景１ 計画策定の背景１ 計画策定の背景１ 計画策定の背景

平成１８年４月に施行された障害者自立支援法は、障害のある人が自立した日常生

活及び社会生活を営むことができる地域社会の実現を理念とし、サービス体系の一元

化、利用者負担の見直し、国の財源責任の強化等を通じて、障害のある人への安定的

な支援制度の構築を図ってきました。（参考資料１－１参照）

同法が施行されて６年が経過しましたが、この間、様々な課題が指摘され、国にお

いて、度重なる対策を講じてきましたが、平成２１年１２月に設置された「障がい者

制度改革推進本部」及び「障がい者制度改革推進会議」における検討を踏まえて、平

成２２年６月２９日の閣議決定において、障害者自立支援法の廃止とこれに代わる新

法となる障害者総合福祉法（仮称）の制定について、平成２４年の法案提出と平成

２５年８月までの施行が方向付けられたところです。また、同閣議決定においては、

平成２５年までの障害者制度改革の基本的方向と今後の進め方がとりまとめられ、こ

れを踏まえて、平成２３年８月には障害者基本法が一部改正されました。（参考資料

１－２参照）

また、平成２３年６月には障害のある人の権利擁護を目的とした障害者虐待防止法

が公布され、平成２４年１０月の施行に向けて準備が進められています。

現在、国においては、障害者総合福祉法（仮称）の制度の検討が進められていると

ころですが、同法が施行に移されるまでの間、障害のある人の地域生活を支援するた

めに、平成２２年１２月に「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障

害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係

法律の整備に関する法律（平成２２年法律第７１号）」が公布され、障害者自立支援

法等が一部改正されました。（参考資料１－３参照）

本県では、障害者自立支援法に基づき、平成１８年度から２０年度までを期間とす

る岡山県障害福祉計画（以下「第１期計画」といいます。）の後継計画として、平成

２１年度から２３年度までを期間とする第２期岡山県障害福祉計画（以下「第２期計

画」といいます。）を策定し、同法に基づく障害福祉サービス等の基盤整備を推進し

てきましたが、このたび、第２期計画の計画期間が終了することから、その進捗状況

や実施上の課題等を踏まえ、改正後の障害者自立支援法に基づくものとなる、平成

２４年度から２６年度までを期間とする第３期岡山県障害福祉計画（以下「第３期計

画」といいます。）を策定するものです。
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参考資料１－１ 障害者自立支援法のサービス体系及びサービス内容参考資料１－１ 障害者自立支援法のサービス体系及びサービス内容参考資料１－１ 障害者自立支援法のサービス体系及びサービス内容参考資料１－１ 障害者自立支援法のサービス体系及びサービス内容

（障害者自立支援法のサービス体系図）（障害者自立支援法のサービス体系図）（障害者自立支援法のサービス体系図）（障害者自立支援法のサービス体系図）

市 町 村市 町 村市 町 村市 町 村

自立支援給付自立支援給付自立支援給付自立支援給付

介護給付

●居宅介護(ホームヘルプ) ●重度訪問介護 ●同行援護 ●行動援護

●重度障害者等包括支援 ●短期入所(ショートステイ) ●療養介護

●生活介護 ●施設入所支援 ●共同生活介護(ケアホーム)

訓練等給付

●自立訓練(機能訓練・生活訓練) ●就労移行支援

●就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） ●共同生活援助（グループホーム）

相談支援

●計画相談支援 ●地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）

自立支援医療

●(旧)更生医療 ●(旧)育成医療 ●(旧)精神通院医療公費

補装具

障害のある人

地域生活支援事業地域生活支援事業地域生活支援事業地域生活支援事業

●相談支援（関係機関との連絡調整）

●成年後見制度利用支援

●コミュニケーション支援（手話通訳者派遣等）

●日常生活用具の給付又は貸与

●移動支援

●地域活動支援センター（創作的活動、生産活動の機会提供、社会との

交流活動等）

●その他の日常生活又は社会生活支援

支 援支 援支 援支 援

●専門性の高い相談 ●広域的な対応が必要な事業 ●人材育成 等

岡 山 県岡 山 県岡 山 県岡 山 県

※平成22年12月の障害者自立支援法改正後の内容を含んでいます。
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（障害者自立支援法のサービス内容の概要）（障害者自立支援法のサービス内容の概要）（障害者自立支援法のサービス内容の概要）（障害者自立支援法のサービス内容の概要）

居宅介護 自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。

（ホームヘルプ）

重度訪問介護 重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人に、自宅で、入浴、排せつ、

食事の介護、外出時における移動支援などを総合的に行います。

同行援護 視覚障害により、移動に著しい困難を有する人に、移動に必要な情報の提

供（代筆・代読を含む。）、移動の援護などを総合的に行います。

介介介介 行動援護 自己判断力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するために

必要な支援、外出支援を行います。

重度障害者等包括支援 介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行

護護護護 います。

短期入所 自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で入浴、

（ショートステイ） 排せつ、食事の介護等を行います。

給給給給 療養介護 医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、

看護、介護及び日常生活の世話を行います。

生活介護 常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うと

付付付付 ともに、創作的活動又は生産活動の機会を提供します。

施設入所支援 施設で入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行いま

（障害者支援施設での す。

夜間ケア等）

共同生活介護 夜間や休日、共同生活を行う住居で、入浴、排せつ、食事の介護等を行い

（ケアホーム） ます。

自立訓練 自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能又は生

訓訓訓訓 （機能訓練・生活訓練） 活能力の向上のために必要な訓練を行います。

練練練練 就労移行支援 一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能

等等等等 力の向上のために必要な訓練を行います。

給給給給 就労継続支援 一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び

付付付付 （Ａ型・Ｂ型） 能力の向上のために必要な訓練を行います。

共同生活援助 夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行います。

（グループホーム）

計画相談支援 サービス利用計画案を作成し、サービス事業者等との連絡調整のうえ、同

相相相相 計画を作成します。また、サービスの利用状況等の検証を行い、同計画の

談談談談 見直しを行います。

支支支支 地域相談支援 住居の確保や地域生活移行のための活動に関する相談支援などを行います。

援援援援 （地域移行支援）

地域相談支援 常時の連絡体制を確保するとともに、障害の特性により生じた緊急の事態

（地域定着支援） 等に対処するための相談支援などを行います。

地地地地 (1)専門性の高い相談 障害者就業・生活支援センターの運営、発達障害者支援センターの運営等

域域域域 支援事業 を通じて、専門性の高い相談支援を行います。

生生生生 (2)広域的な支援事業 市町村域を越えた広域的な支援を行います。

活活活活 (3)各種人材の養成 障害程度区分認定調査員、相談支援従事者、サービス管理責任者、手話通

支支支支 ・資質向上 訳者等の人材を養成するとともに、資質の向上に向けた取組を行います。

援援援援 (4)その他の事業 障害のある人の社会参加を促進するため、スポーツ・レクリエーション教

事事事事 室の開催や生活訓練、情報支援等を行います。

業業業業

※平成22年12月の障害者自立支援法改正後の内容を含んでいます。

※地域生活支援事業には県の取組を記載しています。
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参考資料１－２ 障害者制度改革の状況参考資料１－２ 障害者制度改革の状況参考資料１－２ 障害者制度改革の状況参考資料１－２ 障害者制度改革の状況

「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」（平成２２年６月２９日閣

議決定）において、平成２５年までの障害者制度改革の工程が定められましたが、その

中で、「横断的課題における改革の基本的方向と今後の進め方」として次の３点が方向

付けられました。

（１）障害者基本法の改正と改革の推進体制（１）障害者基本法の改正と改革の推進体制（１）障害者基本法の改正と改革の推進体制（１）障害者基本法の改正と改革の推進体制

・障害や差別の定義をはじめ、基本的施策に関する規定の見直し・追加 等

（２）障害を理由とした差別の禁止に関する法律の制定等（２）障害を理由とした差別の禁止に関する法律の制定等（２）障害を理由とした差別の禁止に関する法律の制定等（２）障害を理由とした差別の禁止に関する法律の制定等

・障害のある人に対する差別を禁止し、被害を受けた場合の救済等を目的とした

制度の構築

（３）障害者総合福祉法（仮称）の制定（３）障害者総合福祉法（仮称）の制定（３）障害者総合福祉法（仮称）の制定（３）障害者総合福祉法（仮称）の制定

・制度の谷間のない支援の提供、個々のニーズに基づいた地域生活支援体系の整

備等を内容とする制度の構築

このうち、「（１）障害者基本法の改正と改革の推進体制」については、平成２３年

８月５日に「障害者基本法の一部を改正する法律（平成２３年法律第９０号）」が公布

されました。改正の内容は多岐にわたりますが、概ね次のような内容となっています。

○障害者基本法の改正（概要）について○障害者基本法の改正（概要）について○障害者基本法の改正（概要）について○障害者基本法の改正（概要）について

この法律において、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく 、

相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現するため、障害のある人

の自立及び社会参加の支援等の施策に関する基本原則を定める。

（総則関係）（総則関係）（総則関係）（総則関係）

●障害者の定義の見直し●障害者の定義の見直し●障害者の定義の見直し●障害者の定義の見直し

障害者とは：身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）、その他の心

身の機能に障害がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生

活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にある者

※発達障害を含むことが明記されるとともに、いわゆる社会モデルの概念が導入

された。

※社会的障壁とは、障害のある人にとって障壁となるような事物・制度・慣行・

観念その他一切のものを指す。

●差別の禁止●差別の禁止●差別の禁止●差別の禁止

・障害を理由として、差別すること、その他の権利利益を侵害する行為をしては

ならない。

・社会的障壁の除去は、それを必要としている障害のある人が現に存し、かつ、

その実施に伴う負担が過重でないときは、その実施について必要かつ合理的な
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配慮がされなければならない。

（基本的施策関係）（基本的施策関係）（基本的施策関係）（基本的施策関係）

●療育（新設）●療育（新設）●療育（新設）●療育（新設）

国及び地方公共団体は、障害者である子どもが可能な限りその身近な場所にお

いて療育その他これに関連する支援を受けられるよう必要な施策を講じなければ

ならない。

●防災及び防犯(新設)●防災及び防犯(新設)●防災及び防犯(新設)●防災及び防犯(新設)

国及び地方公共団体は、障害者が地域社会において安全にかつ安心して生活を

営むことができるようにするため、障害者の性別、年齢、障害の状態及び生活の

実態に応じて、防災及び防犯に関し必要な施策を講じなければならない。

●消費者としての障害者の保護（新設）●消費者としての障害者の保護（新設）●消費者としての障害者の保護（新設）●消費者としての障害者の保護（新設）

国及び地方公共団体は、障害者の消費者としての利益の擁護及び増進が図られ

るようにするため、適切な方法による情報の提供その他必要な施策を講じなけれ

ばならない。

●選挙等における配慮（新設）●選挙等における配慮（新設）●選挙等における配慮（新設）●選挙等における配慮（新設）

国及び地方公共団体は、法律又は条例の定めるところにより行われる選挙、国

民審査又は投票において、障害者が円滑に投票できるようにするため、投票所の

施設又は設備の整備その他必要な施策を講じなければならない。

●司法手続における配慮等（新設）●司法手続における配慮等（新設）●司法手続における配慮等（新設）●司法手続における配慮等（新設）

国又は地方公共団体は、障害者が、刑事事件等に関する手続の当事者等となっ

た場合、障害者がその権利を円滑に行使できるようにするため、個々の障害者の

特性に応じた意思疎通の手段を確保するよう配慮するとともに、関係職員に対す

る研修その他必要な施策を講じなければならない。

●国際協力（新設）●国際協力（新設）●国際協力（新設）●国際協力（新設）

国は、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策を国際的協調の下に推

進するため、外国政府、国際機関又は関係団体等との情報の交換その他必要な施

策を講ずるように努める。

なお、「（２）障害を理由とする差別の禁止に関する法律の制定等」及び「（３）障害

者総合福祉法（仮称）の制定」についても、法律の制定に向けて、国において検討が進

められています。
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参考資料１－３ 障害者自立支援法等の改正参考資料１－３ 障害者自立支援法等の改正参考資料１－３ 障害者自立支援法等の改正参考資料１－３ 障害者自立支援法等の改正

平成２２年１２月１０日に「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障

害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法

律の整備に関する法律（平成２２年法律第７１号）」が公布され、平成２４年４月１日

までに段階的に施行されます。

この法律において、障害者自立支援法及び児童福祉法等の一部改正が行われましたが、

その概要は次のとおりです。

① 趣旨① 趣旨① 趣旨① 趣旨

○障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直

すまでの間における障害者等の地域生活支援のための法改正であることを明記

② 利用者負担の見直し② 利用者負担の見直し② 利用者負担の見直し② 利用者負担の見直し

○利用者負担について、応能負担を原則に

○障害福祉サービスと補装具の利用者負担を合算し負担を軽減

③ 障害者の範囲の見直し③ 障害者の範囲の見直し③ 障害者の範囲の見直し③ 障害者の範囲の見直し

○発達障害が障害者自立支援法の対象となることを明確化

④ 相談支援の充実④ 相談支援の充実④ 相談支援の充実④ 相談支援の充実

○相談支援体制の強化

・市町村において、必要に応じ基幹相談支援センターを設置

・「自立支援協議会」を法律上位置付け

・地域移行支援・地域定着支援の個別給付化

○支給決定プロセスの見直し（サービス等利用計画案を勘案）、サービス等利用

計画の対象者の大幅な拡大

⑤ 障害児支援の強化⑤ 障害児支援の強化⑤ 障害児支援の強化⑤ 障害児支援の強化

○児童福祉法を基本として身近な地域での支援を充実

（障害種別等で分かれている施設の一元化、通所サービスの実施主体を都道府

県から市町村へ移行）

○放課後等デイサービス・保育所等訪問支援の創設

○在園期間の延長措置の見直し

18歳以上の入所者については、障害者自立支援法で対応するよう見直し。

その際、現に入所している者が退所させられることがないようにする。

⑥ 地域における自立した生活のための支援の充実⑥ 地域における自立した生活のための支援の充実⑥ 地域における自立した生活のための支援の充実⑥ 地域における自立した生活のための支援の充実

○グループホーム・ケアホーム利用の際の助成を創設

○重度の視覚障害者の移動を支援するサービスの創設（同行援護。個別給付化）

（その他）（その他）（その他）（その他）

(1) 「その有する能力及び適性に応じ」の削除

(2) 成年後見制度利用支援事業の必須事業化

(3) 児童デイサービスに係る利用年齢の特例

(4) 事業者の業務管理体制の整備

(5) 精神科医療救急体制の整備等

(6) 難病の者等に対する支援・障害者等に対する移動支援についての検討
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２ 計画の位置づけ２ 計画の位置づけ２ 計画の位置づけ２ 計画の位置づけ

この第３期計画は、障害者自立支援法第８９条第１項の規定に基づき、国の基本指

針に即して策定するものです。

また、この計画は、市町村障害福祉計画の達成に資するため、同計画との整合を図

りながら、広域的な観点から障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の必

要な量の見込みやその提供体制の確保に関する基本的な事項を定めるとともに、具体

的な数値目標を設定し、その実現に向けて取り組むべき推進方策等を定めています。

さらに、この計画は、障害のある人のための施策に関する基本計画として策定した

第２期岡山県障害者計画の生活支援分野の実施計画として、障害のある人への支援の

一層の充実を図るものであるとともに、県政運営の指針である第３次おかやま夢づく

りプランの内容を踏まえたものとなっています。

併せて、関連する他の県計画との整合を図っています。

障害者自立支援法（抄）障害者自立支援法（抄）障害者自立支援法（抄）障害者自立支援法（抄）

（都道府県障害福祉計画）

第８９条 都道府県は、基本指針に即して、市町村障害福祉計画の達成に資する

ため、各市町村を通ずる広域的な見地から、障害福祉サービス、相談支援及び

地域生活支援事業の提供体制の確保に関する計画（以下「都道府県障害福祉計

画」という。）を定めるものとする。
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＜市町村障害福祉計画・第２期岡山県障害者計画との関係＞＜市町村障害福祉計画・第２期岡山県障害者計画との関係＞＜市町村障害福祉計画・第２期岡山県障害者計画との関係＞＜市町村障害福祉計画・第２期岡山県障害者計画との関係＞

第２期岡山県障害者計画（基本計画）第２期岡山県障害者計画（基本計画）第２期岡山県障害者計画（基本計画）第２期岡山県障害者計画（基本計画）

○障害者基本法に規定された障害のある人のための施策全般にわたる基本理念、整

備目標及び各種施策等を定めたもの（障害者基本法第１１条第２項）

調 和調 和調 和調 和

第３期岡山県障害福祉計画（実施計画）第３期岡山県障害福祉計画（実施計画）第３期岡山県障害福祉計画（実施計画）第３期岡山県障害福祉計画（実施計画）

【県障害福祉計画で定める主な事項】

①地域生活や一般就労への移行の平成２６年度における数値目標を設定

②各年度における指定障害福祉サービス等の種類ごとの必要な量の見込み及びその

見込量の確保のための方策

③各年度の指定障害者支援施設の必要入所定員総数

④指定障害福祉サービス等に従事する者の確保又は資質の向上のために講ずる措置

⑤岡山県地域生活支援事業の実施に関する事項

整合を図る整合を図る整合を図る整合を図る

市町村障害福祉計画市町村障害福祉計画市町村障害福祉計画市町村障害福祉計画

【市町村障害福祉計画で定める主な事項】

①地域生活や一般就労への移行の平成２６年度における数値目標を設定

②各年度における指定障害福祉サービス等の種類ごとの必要な量の見込み及びその

確保のための方策

③市町村地域生活支援事業の実施に関する事項

調 和調 和調 和調 和

市町村障害者計画市町村障害者計画市町村障害者計画市町村障害者計画

○障害者基本法に規定される障害のある人のための施策全般にわたる基本理念、整

備目標及び各種施策等を定めたもの（障害者基本法第１１条第３項）
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３ 計画期間３ 計画期間３ 計画期間３ 計画期間

第３期計画の計画期間は、平成２４年度から平成２６年度までの３か年とします。

ただし、障害のある人を取り巻く施策の変化に対応するため、計画期間中であって

も、必要に応じて改訂（又は新計画の策定）を行います。

＜第１期計画から第３期計画までの計画期間等＞＜第１期計画から第３期計画までの計画期間等＞＜第１期計画から第３期計画までの計画期間等＞＜第１期計画から第３期計画までの計画期間等＞

第１期計画 計画期間：平成１８年度～平成２０年度第１期計画 計画期間：平成１８年度～平成２０年度第１期計画 計画期間：平成１８年度～平成２０年度第１期計画 計画期間：平成１８年度～平成２０年度

基本指針に即して、平成２３年度を目標において、地域の実情に応じ、数値

目標及びサービス見込量を設定

第２期計画 計画期間：平成２１年度～平成２３年度第２期計画 計画期間：平成２１年度～平成２３年度第２期計画 計画期間：平成２１年度～平成２３年度第２期計画 計画期間：平成２１年度～平成２３年度

第１期計画の実績を踏まえ、第２期計画を策定

①第１期計画の進捗状況等の分析・評価

②第２期計画における課題の整理

③課題を踏まえた着実なサービス基盤整備に対する取組の推進

これらを念頭に置きつつ、数値目標及びサービス見込量を適切に設定

第３期計画 計画期間：平成２４年度～平成２６年度第３期計画 計画期間：平成２４年度～平成２６年度第３期計画 計画期間：平成２４年度～平成２６年度第３期計画 計画期間：平成２４年度～平成２６年度

第２期の実績を踏まえ、第３期計画を策定

①第２期計画の進捗状況等の分析・評価

②第３期計画における課題の整理

③課題を踏まえた着実なサービス基盤整備に対する取組の推進

これらを念頭に置きつつ、数値目標及びサービス見込量を設定
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４ 計画の基本理念と重点的な視点４ 計画の基本理念と重点的な視点４ 計画の基本理念と重点的な視点４ 計画の基本理念と重点的な視点

（1）計画の基本理念（1）計画の基本理念（1）計画の基本理念（1）計画の基本理念

第３次おかやま夢づくりプランの基本目標である「快適生活県おかやま」の実現及

び第２期岡山県障害者計画に掲げる「ノーマライゼーション」の推進を基本的な考え

方として、障害のある人が地域の中で、安心して快適に自立した日常生活及び社会生

活を送ることができる共生社会の実現をめざし、障害のある人を支える様々な関係者

との協働を基調として、必要な障害福祉サービス等の基盤整備の着実な進展を図るこ

とを基本理念とします。

（2）重点的な視点（2）重点的な視点（2）重点的な視点（2）重点的な視点

(1)の基本理念を踏まえ、特に、次に掲げる５つの点に重点を置きながら、障害福

祉サービス等の基盤整備の推進を図っていきます。

① 地域生活移行の推進① 地域生活移行の推進① 地域生活移行の推進① 地域生活移行の推進

障害のある人が地域の中で自立した生活を営むことができるよう、グループホー

ム等の生活基盤を充実することなどにより、福祉施設から地域生活への移行を一層

推進していきます。

② 就労移行の促進② 就労移行の促進② 就労移行の促進② 就労移行の促進

障害のある人が地域において自立した生活を営むことができるようにするために

は、それぞれの個性と可能性を活かして働くことができるよう必要な支援をしてい

くとともに、その環境づくりを進めていくことが必要です。このため、就労移行支

援サービスの推進や、障害のある人に対する就業面と生活面の一体的な支援体制の

整備等により、福祉施設から一般就労への移行を促進していきます。

また、工賃の向上に向けた支援策の充実に努めるほか、官公需の発注等に配慮す

るなど、障害のある人の福祉的就労に関する取組を一層推進していきます。

③ サービス量の充足③ サービス量の充足③ サービス量の充足③ サービス量の充足

障害のある人が地域の中で共生する社会を実現していくためには、障害のある人

が必要とするサービス支援を受けながら、その自立と社会参加を促進していくこと

が必要です。このため、次の観点から、地域（圏域）で必要とされるサービス量の

充足を目指し、基盤整備を推進していきます。
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（ア）訪問系サービス（ア）訪問系サービス（ア）訪問系サービス（ア）訪問系サービス

県内どこでも必要な訪問系サービスが利用できることを目指して、基盤整備を推

進していきます。

（イ）日中活動系サービス（イ）日中活動系サービス（イ）日中活動系サービス（イ）日中活動系サービス

障害のある人が希望する日中活動系サービスの提供を受けられることを目指し

て、基盤整備を推進していきます。

（ウ）相談支援（ウ）相談支援（ウ）相談支援（ウ）相談支援

障害のある人が地域で安心して自立した生活を送る上で相談支援体制の構築は不

可欠であることから、身近な地域で、相談支援が適切に実施できる体制整備を推進

します。

（エ）地域生活支援事業（エ）地域生活支援事業（エ）地域生活支援事業（エ）地域生活支援事業

多くの福祉サービスが含まれている地域生活支援事業について、障害のある人の

ニーズを踏まえた必要な量と質が確保されるよう、その充実を推進していきます。

④ 人材の養成・確保と資質の向上④ 人材の養成・確保と資質の向上④ 人材の養成・確保と資質の向上④ 人材の養成・確保と資質の向上

障害福祉サービスは対人サービスであり、サービスの支え手は「人」です。こう

した考えのもと、障害福祉サービスや地域生活支援事業等により、支援を必要とす

る障害のある人の地域生活や社会参加を支え、質の高いサービスが提供されるよう、

ホームヘルパーや手話通訳者等の養成、確保に努めるとともに、その資質の向上を

図ります。

⑤ 協働型福祉の推進⑤ 協働型福祉の推進⑤ 協働型福祉の推進⑤ 協働型福祉の推進

障害のある人の快適な地域生活を支え、あるいは、就労への円滑な移行等を促進

するに当たっては、障害福祉の観点のみならず、雇用、教育、医療、ボランティア

等の関係者による総合的な取組が必要です。このため、障害のある人を支える関係

者間の協働や連携を進め、ネットワークの強化など、いわゆる協働型福祉を推進し、

障害のある人を地域全体で支える力を高めていきます。
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＜第３期岡山県障害福祉計画の重点的な視点の体系図＞＜第３期岡山県障害福祉計画の重点的な視点の体系図＞＜第３期岡山県障害福祉計画の重点的な視点の体系図＞＜第３期岡山県障害福祉計画の重点的な視点の体系図＞

＜重点的な視点＞ ＜主な施策＞

①地域生活移行の促進 施設入所から地域生 ○障害のある人の地域生活を支える関

活への移行 係者間のネットワークの充実

○グループホーム等の居住基盤整備等

の推進

○障害のある人の社会参加を支える人

材の養成

○基幹相談支援センターにおける総合

的な相談業務の実施

入院中の精神障害の ○精神障害者地域移行と地域定着支援

ある人の地域生活へ の体制整備

共 の移行 ○精神障害者アウトリーチ（訪問支援）

生 の充実

社 ○精神障害のある人の地域生活支援

会
の
創 ②就労移行の促進 障害のある人の就労 ○障害のある人の就労を支える関係者

造 移行推進に必要な基 間のネットワークの充実（

盤の整備 ○障害者就業・生活支援センター等に

ノ よる支援ー

マ 障害のある人の就労 ○障害のある人の雇用を支援する施策

ラ を支援する各種施策 の推進

イ の推進 ○重度の障害のある人等の在宅就労支

ゼ 援の推進ー

○障害のある人自身の理解の促進

シ ○官公需に係る受注機会への配慮

ョ
ン 福祉的就労の強化に 事業所経営者を対象とした研修会

の 向けた事業者支援 授産製品の販売等の支援

推
進）

特別支援学校におけ 進路指導体制の整備

る進路指導の充実等 就職先開拓、職場体験実習の促進

③サービス量の充足 必要なサービスの見込量と確保の方策

指定障害者支援施設の必要入所定員総数等

圏域ごとの障害福祉サービスの見通し及び基盤整備の方策

入院中の精神障害のある人の地域生活への移行

④人材の養成・確保と 人材の養成研修

資質の向上 福祉サービス第三者評価事業

虐待の防止

⑤協働型福祉の推進 関係者間の連携・協働によるネットワ

ークの充実


